
 

関原発第５５１号  

令和４年 ２月２２日  

 

 原子力規制委員会 殿  

 

住 所       大阪市北区中之島３丁目６番１６号  

申 請 者 名       関 西 電 力 株 式 会 社  

代表者氏名  執 行 役 社 長   森 本  孝 

 

美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書の  

補正について  

 

 

令和３年７月２９日付け関原発第２７８号をもちまして申請いたしまし

た美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書につい

て、下記のとおり補正いたします。  

 

 

 

記  

 

美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書の本文及

び添付書類を、別添の美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認

可申請書（令和３年７月２９日 関原発第２７８号）の補正前後比較表の補

正後欄のとおり一部補正する（ただし、変更箇所を示す記載は含まない）。  

 

以上  

  



 

別添  

 

美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書  

（令和３年７月２９日 関原発第２７８号）の補正前後比較表  



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

 
 

注）下線は補正箇所を示すものであり、補正事項に含まない。 

－
1
－
 

頁 補正箇所 補正前 補正後 理由 
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五 

3. 

廃止措置の

実施区分 

五 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設及びその解体の方

法 

 

3. 廃止措置の実施区分 

廃止措置は、廃止措置期間全体を４段階（解体準備期間、原子炉

周辺設備解体撤去期間、原子炉領域解体撤去期間及び建屋等解体撤

去期間）に区分し、安全性を確保しつつ次の段階へ進むための準備

をしながら着実に進める。廃止措置の実施区分を第 5-2 表に、廃止

措置期間全体にわたる主な解体撤去等の手順を第 5-2 図に示す。 

 

 

（以下略） 

 

五 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設及びその解体の方

法 

 

3. 廃止措置の実施区分 

廃止措置は、廃止措置期間全体を４段階（解体準備期間、原子炉

周辺設備解体撤去期間、原子炉領域解体撤去期間及び建屋等解体撤

去期間）に区分し、安全性を確保しつつ次の段階へ進むための準備

をしながら着実に進める。廃止措置の実施区分を第 5-2 表に、廃止

措置期間全体にわたる主な解体撤去等の手順を第 5-2 図、解体対象

施設の解体撤去手順を第 5-3 図に示す。 

 

（以下略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・第２段階以降の廃止

措置計画の具体化に

伴う変更 
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5. 

第２段階に

行う解体の

方法 

5. 第２段階に行う解体の方法 

第２段階は、原子炉周辺設備の解体撤去に着手するとともに、第

１段階に引き続き、安全貯蔵、２次系設備の解体撤去及び核燃料物

質の搬出を行う。 

(1) 原子炉周辺設備の解体撤去 

原子炉周辺設備の解体撤去は、第１段階に実施する残存放射能

調査の結果、２次系設備の解体撤去の経験等を踏まえ、放射線業

務従事者の被ばく低減、解体撤去作業の施工性、労働災害防止等

の観点から熱的切断又は機械的切断を選定するなど、合理的な手

順及び工法を策定し実施する。また、第２段階では、第３段階に

実施する「原子炉領域の解体撤去」の準備として、原子炉領域の

残存放射能調査結果、原子炉周辺設備の解体撤去の経験等を踏ま

えた原子炉領域の解体撤去の手順及び工法並びに原子炉領域の解

体撤去により発生する放射性廃棄物の処理及び管理方法の検討を

行う。 

原子炉周辺設備を解体撤去した後の区域の一部については、解

体撤去物の保管を行うエリア（以下「保管エリア」という。）又は

除染等を行うエリアとして利用する。解体撤去に伴い発生する金

属等の解体撤去物は、放射性廃棄物でない廃棄物（以下「NR」と

いう。）として処理するか、保管エリアに保管した後、必要に応じ

て除染等を実施し、放射性物質として扱う必要のないもの（以下

「CL」という。）として処理する。NR 又は CL として処理できな

い金属等の解体撤去物は、放射性固体廃棄物として処理する。 

5. 第２段階に行う解体の方法 

第２段階は、原子炉周辺設備の解体撤去に着手するとともに、第

１段階に引き続き、安全貯蔵、２次系設備の解体撤去及び核燃料物

質の搬出を行う。 

(1) 原子炉周辺設備の解体撤去 

原子炉周辺設備の解体撤去は、第１段階に実施する残存放射能

調査の結果、２次系設備の解体撤去の経験等を踏まえ、周辺公衆

及び放射線業務従事者の被ばく低減、解体撤去作業の施工性、労

働災害防止等の観点から熱的切断又は機械的切断を選定するな

ど、合理的な手順及び工法を策定し実施する。また、第２段階で

は、第３段階に実施する「原子炉領域の解体撤去」の準備として、

原子炉領域の残存放射能調査結果、原子炉周辺設備の解体撤去の

経験等を踏まえた原子炉領域の解体撤去の手順及び工法並びに原

子炉領域の解体撤去により発生する放射性廃棄物の処理及び管理

方法の検討を行う。 

原子炉周辺設備の解体撤去は、解体撤去物のうち、クリアラン

ス（以下「CL」という。）物として処理するか、放射性固体廃棄物

とするかを判断する前段階のもの（以下「解体保管物」という。）

を保管するエリア（以下「保管エリア」という。）及び解体撤去物

の除染等を行うエリア（以下、保管エリアと併せて「保管エリア

等」という。）を確保するために、原子炉補助建屋内の保管エリア

等の設置予定場所の設備を先行して解体撤去し、解体撤去した後

に保管エリア等として利用する。保管エリア等を確保した後、そ

 

 

 

 

 

 

・第２段階以降の廃止

措置計画の具体化に

伴う変更 

 

 

 

 

 

 

・第２段階以降の廃止

措置計画の具体化に

伴う変更 
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解体撤去に当たっては、性能維持施設に影響を与えないことを

確認するとともに、次の安全確保対策を講じる。 

a. 汚染拡大防止措置 

b. 被ばく低減措置 

c. 火災、爆発等の事故原因の除去等に関する安全対策 

d. 事故発生時の事故拡大防止等の応急処置 

原子炉周辺設備の解体撤去に係る着手要件及び完了要件を第 5-

4 表に示す。 

(2) 安全貯蔵 

第１段階に引き続き、安全貯蔵を実施する。 

安全貯蔵に係る着手要件及び完了要件を第 5-4 表に示す。 

(3) ２次系設備の解体撤去 

第１段階に引き続き、安全確保上必要な機能に影響を与えない

の他の原子炉補助建屋内設備及び原子炉格納容器内設備の解体撤

去を、各設備の維持期間等に応じて進める。解体保管物は、必要

に応じて除染等を行うことにより、可能な限り CL 物として保管

エリアから搬出していく。 

解体撤去作業は、解体時に追加的な汚染が付着しないよう、解

体撤去範囲に放射性廃棄物でない廃棄物（以下「NR」という。）

と判断できる設備がある場合は、NR を先行して解体撤去し、そ

の後、第１段階に実施した残存放射能調査結果による放射能レベ

ル区分に基づき、CL 物、放射性固体廃棄物の順に、放射能レベル

の低いものから解体撤去することを基本とする。 

解体撤去に当たっては、性能維持施設に影響を与えないことを

確認するとともに、次の安全確保対策を講じる。 

a. 汚染拡大防止措置 

b. 被ばく低減措置 

c. 火災、爆発等の事故原因の除去等に関する安全対策 

d. 事故発生時の事故拡大防止等の応急処置 

原子炉周辺設備の解体撤去に係る着手要件及び完了要件を第 5-

4 表に示す。 

(2) 安全貯蔵 

第１段階に引き続き、安全貯蔵を実施する。 

安全貯蔵に係る着手要件及び完了要件を第 5-4 表に示す。 

(3) ２次系設備の解体撤去 

第１段階に引き続き、安全確保上必要な機能に影響を与えない

・第２段階以降の廃止

措置計画の具体化に

伴う変更 
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頁 補正箇所 補正前 補正後 理由 

範囲で、２次系設備の解体撤去を実施する。 

 

 

 

２次系設備の解体撤去に係る着手要件及び完了要件を第 5-4 表

に示す。 

(4) 核燃料物質の搬出 

第１段階に引き続き、新燃料を解体対象施設から搬出する。ま

た、核燃料物質貯蔵施設に貯蔵している使用済燃料を解体対象施

設から搬出する。 

核燃料物質の搬出に係る着手要件及び完了要件を第 5-4 表に示

す。 

範囲で、２次系設備の解体撤去を実施する。 

２次系設備の解体撤去は、タービン建屋を解体撤去する際に支

障となる発電機等の大型機器から解体撤去する。その他の設備は、

維持期間に応じて適宜解体撤去を行う。 

２次系設備の解体撤去に係る着手要件及び完了要件を第 5-4 表

に示す。 

(4) 核燃料物質の搬出 

第１段階に引き続き、新燃料を解体対象施設から搬出する。ま

た、核燃料物質貯蔵施設に貯蔵している使用済燃料を解体対象施

設から搬出する。 

核燃料物質の搬出に係る着手要件及び完了要件を第 5-4 表に示

す。 

 

・第２段階以降の廃止

措置計画の具体化に

伴う変更 
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五 

6. 

第３段階に

行う解体の

方法 

6. 第３段階に行う解体の方法 

第３段階は、原子炉領域の解体撤去に着手するとともに、第２段

階に引き続き、原子炉周辺設備の解体撤去及び２次系設備の解体撤

去を行う。 

(1) 原子炉領域の解体撤去 

原子炉領域の解体撤去は、第２段階に実施する核燃料物質の搬

出及び安全貯蔵の終了後、原子炉領域の残存放射能量、性状等を

踏まえ、水中切断又は気中切断を選定するなど、合理的な手順及

び工法並びに原子炉領域の解体撤去により発生する放射性廃棄物

の処理及び管理方法について検討した結果を踏まえて実施する。 

原子炉本体のうち、支持構造物、原子炉容器及び原子炉容器周

囲のコンクリート壁の解体撤去を行う。 

原子炉領域の解体撤去に当たっては、5.(1)「原子炉周辺設備の

解体撤去」と同様の安全確保対策を講じるとともに、支持構造物

等の高線量物を扱うため、水中切断、遮蔽、遠隔操作装置を用い

る等の被ばく低減対策を確実に行う。 

原子炉領域の解体撤去に係る着手要件及び完了要件を第 5-5 表

に示す。 

(2) 原子炉周辺設備の解体撤去 

第２段階に引き続き、原子炉周辺設備の解体撤去を行う。 

 

原子炉周辺設備の解体撤去に係る着手要件及び完了要件を第 5-

5 表に示す。 

6. 第３段階に行う解体の方法 

第３段階は、原子炉領域の解体撤去に着手するとともに、第２段

階に引き続き、原子炉周辺設備の解体撤去及び２次系設備の解体撤

去を行う。 

(1) 原子炉領域の解体撤去 

原子炉領域の解体撤去は、第２段階に実施する核燃料物質の搬

出及び安全貯蔵の終了後、原子炉領域の残存放射能量、性状等を

踏まえ、水中切断又は気中切断を選定するなど、合理的な手順及

び工法並びに原子炉領域の解体撤去により発生する放射性廃棄物

の処理及び管理方法について検討した結果を踏まえて実施する。 

原子炉領域の解体撤去は、支持構造物、原子炉容器、原子炉容

器周囲のコンクリート壁の順に解体する。 

原子炉領域の解体撤去に当たっては、5.(1)「原子炉周辺設備の

解体撤去」と同様の安全確保対策を講じるとともに、支持構造物

等の高線量物を扱うため、水中切断、遮蔽、遠隔操作装置を用い

る等の被ばく低減対策を確実に行う。 

原子炉領域の解体撤去に係る着手要件及び完了要件を第 5-5 表

に示す。 

(2) 原子炉周辺設備の解体撤去 

第２段階に引き続き、使用済燃料貯蔵設備等の原子炉周辺設備

の解体撤去を行う。 

原子炉周辺設備の解体撤去に係る着手要件及び完了要件を第 5-

5 表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・第２段階以降の廃止

措置計画の具体化に

伴う変更 

 

 

 

 

 

 

・第２段階以降の廃止

措置計画の具体化に

伴う変更 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

 
 

注）下線は補正箇所を示すものであり、補正事項に含まない。 

－
6
－
 

頁 補正箇所 補正前 補正後 理由 

(3) ２次系設備の解体撤去 

第１段階、第２段階に引き続き２次系設備の解体撤去を行う。 

 

２次系設備の解体撤去に係る着手要件及び完了要件を第 5-5 表

に示す。 

(3) ２次系設備の解体撤去 

第１段階、第２段階に引き続き、タービン建屋等の２次系設備

の解体撤去を行う。 

２次系設備の解体撤去に係る着手要件及び完了要件を第 5-5 表

に示す。 

 

・第２段階以降の廃止

措置計画の具体化に

伴う変更 
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頁 補正箇所 補正前 補正後 理由 

27 五 

7. 

第４段階に

行う解体の

方法 

7. 第４段階に行う解体の方法 

解体対象施設内の設備を解体撤去した後、建屋内の汚染状況を確

認し、必要に応じてはつり等の方法で建屋内の除染を行う。 

建屋内に汚染が残っていないことを確認したうえで管理区域を解

除し、原子炉格納容器、原子炉補助建屋等を解体する。 

建屋等の解体撤去に係る着手要件及び完了要件を第 5-6 表に示

す。 

核燃料物質の譲渡し、核燃料物質による汚染の除去及び核燃料物

質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄を終了した後、廃止

措置を終了する。 

7. 第４段階に行う解体の方法 

解体対象施設内の設備を解体撤去した後、建屋内の汚染状況を確

認し、必要に応じてはつり等の方法で建屋内の除染を行う。 

建屋内に汚染が残っていないことを確認したうえで管理区域を解

除し、原子炉格納容器、原子炉補助建屋等を解体撤去する。 

建屋等の解体撤去に係る着手要件及び完了要件を第 5-6 表に示

す。 

核燃料物質の譲渡し、核燃料物質による汚染の除去及び核燃料物

質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄を終了した後、廃止

措置を終了する。 

 

 

 

 

・記載の適正化（用語

の統一） 
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35 五 

第 5-4 表 

第２段階に

実施する工

事等に係る

着手要件及

び完了要件

（1/2） 

  

・第２段階以降の廃止

措置計画の具体化に

伴う変更 

 

第
5-

4
表

 
第

２
段

階
に

実
施

す
る

工
事

等
に

係
る

着
手

要
件

及
び

完
了

要
件

（
1/

2）
 

第
5-

4
表

 
第

２
段

階
に

実
施

す
る

工
事

等
に

係
る

着
手

要
件

及
び

完
了

要
件

（
1/

2）
 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

 
 

注）下線は補正箇所を示すものであり、補正事項に含まない。 

－
9
－
 

頁 補正箇所 補正前 補正後 理由 

36 五 

第 5-4 表 

第２段階に

実施する工

事等に係る

着手要件及

び完了要件

（2/2） 

  

・第２段階以降の廃止

措置計画の具体化に

伴う変更 

・記載の適正化 

 

第
5-

4
表

 
第

２
段

階
に

実
施

す
る

工
事

等
に

係
る

着
手

要
件

及
び

完
了

要
件

（
2/

2）
 

第
5-

4
表

 
第

２
段

階
に

実
施

す
る

工
事

等
に

係
る

着
手

要
件

及
び

完
了

要
件

（
2/

2）
 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

 
 

注）下線は補正箇所を示すものであり、補正事項に含まない。 

－
1
0
－

 

頁 補正箇所 補正前 補正後 理由 

37 五 

第 5-5 表 

第３段階に

実施する工

事等に係る

着手要件及

び完了要件

（1/3） 

  

・第２段階以降の廃止

措置計画の具体化に

伴う変更 

 

第
5-

5
表

 
第

３
段

階
に

実
施

す
る

工
事

等
に

係
る

着
手

要
件

及
び

完
了

要
件

（
1/

3）
 

第
5-

5
表

 
第

３
段

階
に

実
施

す
る

工
事

等
に

係
る

着
手

要
件

及
び

完
了

要
件

（
1/

3）
 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

 
 

注）下線は補正箇所を示すものであり、補正事項に含まない。 

－
1
1
－

 

頁 補正箇所 補正前 補正後 理由 

38 五 

第 5-5 表 

第３段階に

実施する工

事等に係る

着手要件及

び完了要件

（2/3） 

  

・第２段階以降の廃止

措置計画の具体化に

伴う変更 

 

第
5-

5
表

 
第

３
段

階
に

実
施

す
る

工
事

等
に

係
る

着
手

要
件

及
び

完
了

要
件

（
2/

3）
 

第
5-

5
表

 
第

３
段

階
に

実
施

す
る

工
事

等
に

係
る

着
手

要
件

及
び

完
了

要
件

（
2/

3）
 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

 
 

注）下線は補正箇所を示すものであり、補正事項に含まない。 

－
1
2
－

 

頁 補正箇所 補正前 補正後 理由 

39 五 

第 5-5 表 

第３段階に

実施する工

事等に係る

着手要件及

び完了要件

（3/3） 

  

・第２段階以降の廃止

措置計画の具体化に

伴う変更 

 

 

第
5-

5
表

 
第

３
段

階
に

実
施

す
る

工
事

等
に

係
る

着
手

要
件

及
び

完
了

要
件

（
3/

3）
 

第
5-

5
表

 
第

３
段

階
に

実
施

す
る

工
事

等
に

係
る

着
手

要
件

及
び

完
了

要
件

（
3/

3）
 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

 
 

注）下線及び枠線は補正箇所を示すものであり、補正事項には含めない。 

－
1
3
－

 

頁 補正箇所 補正前 補正後 理由 

－ 五 

－ 

 

・第２段階以降の廃止

措置計画の具体化に

伴う変更 

 

 

第
5-

3
図

 
解

体
対

象
施

設
の

解
体

撤
去

手
順

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

 
 

注）下線は補正箇所を示すものであり、補正事項に含まない。 

－
1
4
－

 

頁 補正箇所 補正前 補正後 理由 

 

 

64 

 

 

 

65 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

八 

3. 

核燃料物質

の搬出及び

輸送 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

八 核燃料物質の管理及び譲渡し 

 

3. 核燃料物質の搬出及び輸送 

 

（中略） 

 

１号炉原子炉補助建屋内の使用済燃料貯蔵設備に貯蔵している使

用済燃料については、１号炉原子炉補助建屋内の使用済燃料貯蔵設

備から搬出し、再処理施設、中間貯蔵施設又は３号炉原子炉補助建

屋内の使用済燃料貯蔵設備へ輸送する。３号炉原子炉補助建屋内の

使用済燃料貯蔵設備へ輸送した使用済燃料は３号炉にて管理する。

１号炉の破損燃料※１については、搬出方法等を検討し解体対象施設

から搬出する。また、１号炉原子炉補助建屋内の使用済燃料貯蔵設

備に貯蔵中の使用済燃料のすべてを１号炉原子炉補助建屋内から搬

出した場合は、３号炉原子炉補助建屋内の使用済燃料貯蔵設備は廃

止措置対象施設として取り扱わず、１号炉のすべての使用済燃料は

廃止措置対象施設から搬出されたものとする。 

 

 

 

 

（中略） 

 

八 核燃料物質の管理及び譲渡し 

 

3. 核燃料物質の搬出及び輸送 

 

（中略） 

 

１号炉原子炉補助建屋内の使用済燃料貯蔵設備に貯蔵している使

用済燃料については、１号炉原子炉補助建屋内の使用済燃料貯蔵設

備から搬出し、再処理施設、中間貯蔵施設又は３号炉原子炉補助建

屋内の使用済燃料貯蔵設備へ輸送する。３号炉原子炉補助建屋内の

使用済燃料貯蔵設備へ輸送した使用済燃料は３号炉にて管理する。

１号炉の破損燃料※１については、搬出方法等を検討し、他の使用済

燃料と同様、第２段階が終了するまでに、解体対象施設から搬出す

る。ただし、第３段階に破損燃料棒片を確認した場合は、廃止措置

計画の変更等必要な手続きを行う。 

１号炉原子炉補助建屋内の使用済燃料貯蔵設備に貯蔵中の使用済

燃料のすべてを１号炉原子炉補助建屋内から搬出した場合は、３号

炉原子炉補助建屋内の使用済燃料貯蔵設備は廃止措置対象施設とし

て取り扱わず、１号炉のすべての使用済燃料は廃止措置対象施設か

ら搬出されたものとする。 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化（１号

炉の破損燃料の搬出

について明記） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

 
 

注）下線は補正箇所を示すものであり、補正事項に含まない。 

－
1
5
－

 

頁 補正箇所 補正前 補正後 理由 

65 八 

3. 

核燃料物質

の搬出及び

輸送 

 

※1：美浜発電所１号炉第２回定期検査（昭和４８年）にて燃料棒の

破損を確認した燃料集合体（第２回及び第４回定期検査で回収

した破損燃料片及び未回収破損燃料片を含む。） 

※1：美浜発電所１号炉第２回定期検査（昭和４８年）にて燃料棒の

破損を確認した燃料集合体（第２回及び第４回定期検査で回収

した破損燃料棒片及び未回収破損燃料棒片を含む。） 

 

 

・記載の適正化（破損

燃料棒の明確化） 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

 
 

注）下線は補正箇所を示すものであり、補正事項に含まない。 

－
1
6
－

 

頁 補正箇所 補正前 補正後 理由 

 

 

72 

 

 

73 

 

十 

1. 

放射性気体

廃棄物の管

理 

十 核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄 

 

1. 放射性気体廃棄物の管理 

(2) 第２段階以降 

（中略） 

第２段階以降に発生する放射性気体廃棄物の推定発生量から、

放出管理目標値を設定し、これを超えないように努める。 

放出管理目標値（１号炉及び２号炉合算） 

第２段階 

2.6×108 Bq／y （粒子状物質（Co-60）） 

第３段階 

8.8×107 Bq／y （粒子状物質（Co-60）） 

 

十 核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄 

 

1. 放射性気体廃棄物の管理 

(2) 第２段階以降 

（中略） 

第２段階以降に発生する放射性気体廃棄物の推定発生量から、

放出管理目標値を設定し、これを超えないように努める。 

放出管理目標値（１号炉及び２号炉合算） 

第２段階 

2.6×108 Bq／y （粒子状物質（Co-60）） 

第３段階 

8.9×107 Bq／y （粒子状物質（Co-60）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

 
 

注）下線は補正箇所を示すものであり、補正事項に含まない。 

－
1
7
－

 

頁 補正箇所 補正前 補正後 理由 

74 

 

十 

2. 

放射性液体

廃棄物の管

理 

2. 放射性液体廃棄物の管理 

(2) 第２段階以降 

第２段階以降に発生する主な放射性液体廃棄物は、設備の維持

管理、管理区域設備の解体撤去等に伴い発生するキャビティドレ

ン、機器ドレン、格納容器床ドレン、補助建屋床ドレン、薬品ド

レン及び洗浄排水である。 

 

2. 放射性液体廃棄物の管理 

(2) 第２段階以降 

第２段階以降に発生する主な放射性液体廃棄物は、設備の維持

管理、管理区域内設備の解体撤去等に伴い発生するキャビティド

レン、機器ドレン、格納容器床ドレン、補助建屋床ドレン、薬品

ドレン及び洗浄排水である。 

 

 

 

 

・記載の適正化 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

 
 

注）下線は補正箇所を示すものであり、補正事項に含まない。 

－
1
8
－

 

頁 補正箇所 補正前 補正後 理由 

 

 

76 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

十 

3. 

放射性固体

廃棄物の管

理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 放射性固体廃棄物の管理 

(1) 放射性固体廃棄物の処理 

b. 第２段階以降 

第２段階以降においては、管理区域内設備の解体撤去等によ

り、廃液蒸発装置の濃縮廃液固化物、雑固体廃棄物、イオン交

換器廃樹脂等が発生する。 

これらの放射性固体廃棄物は、種類、性状等に応じて、圧縮、

焼却、溶融、固化等の処理を行い、原子炉設置許可申請書に記

載している貯蔵容量を超えないように廃樹脂貯蔵タンクに貯蔵

又は固体廃棄物貯蔵庫に保管する。 

管理区域内の解体撤去等により発生する金属等の解体撤去物

については、保管エリア又は固体廃棄物貯蔵庫に保管する。CL

と推定されるものは原則として CL として処理するが、CL とし

て処理できないと判断したものは雑固体廃棄物として処理す

る。 

保管エリアの設置予定場所を第 10-6 図に示す。 

放射性固体廃棄物の管理に係る保安上必要な措置について

は、保安規定に定めて実施する。 

 

第２段階以降の放射性固体廃棄物の処理流路線図を第 10-7

図に示す。廃止措置の進捗に伴い放射性固体廃棄物の処理方法

を変更する場合は、廃止措置計画に反映し変更認可を受ける。 

 

3. 放射性固体廃棄物の管理 

(1) 放射性固体廃棄物の処理 

b. 第２段階以降 

第２段階以降においては、管理区域内設備の解体撤去等によ

り、廃液蒸発装置の濃縮廃液固化物、雑固体廃棄物、イオン交

換器廃樹脂等の放射性固体廃棄物が発生する。 

これらの放射性固体廃棄物は、種類、性状等に応じて、圧縮、

焼却、溶融、固化等の処理を行い、原子炉設置許可申請書に記

載している貯蔵容量を超えないように廃樹脂貯蔵タンクに貯蔵

又は固体廃棄物貯蔵庫に保管する。 

管理区域内設備の解体撤去等により発生する金属等の解体撤

去物のうち、解体保管物については、保管エリアに保管する。

解体保管物は、必要に応じて除染等を行い、可能な限り CL 物

として処理するが、CL 物として処理できないと判断したもの

は雑固体廃棄物として処理する。 

保管エリアの設置予定場所を第 10-6 図に示す。 

放射性固体廃棄物及び解体保管物の管理並びに保管エリアの

管理に係る保安上必要な措置については、保安規定に定めて実

施する。 

第２段階の放射性固体廃棄物及び解体撤去物の処理流路線図

を第 10-7 図に示す。 

第３段階以降の管理区域内設備の解体撤去により発生する解

体撤去物の管理については、保管方法、放射性固体廃棄物の廃

 

 

 

 

 

・記載の適正化（主語 

の明確化） 

 

 

 

・記載の適正化（表現 

の修正） 

・第２段階以降の廃止

措置計画の具体化に

伴う変更 

 

・第２段階以降の廃止

措置計画の具体化に

伴う変更 

・第２段階以降の廃止

措置計画の具体化に

伴う変更 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

 
 

注）下線は補正箇所を示すものであり、補正事項に含まない。 

－
1
9
－

 

頁 補正箇所 補正前 補正後 理由 

76 十 

3. 

放射性固体

廃棄物の管

理 

棄に向けた処理方法等を具体化した後、廃止措置計画に反映し

変更認可を受ける。 

・第２段階以降の廃止

措置計画の具体化に

伴う変更 

 

76 

 

 

 

77 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 

放射性固体

廃棄物の管

理 

(2) 放射性固体廃棄物の廃棄 

 

（中略） 

 

なお、CL は、原子炉等規制法に定める所定の手続き及び確認を

経て、可能な限り再生利用に供する。 

 

 

(2) 放射性固体廃棄物の廃棄 

 

（中略） 

 

なお、CL 物は、原子炉等規制法に定める所定の手続き及び確認

を経て、可能な限り再生利用に供する。 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化(表現の 

修正） 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

 
 

注）下線は補正箇所を示すものであり、補正事項に含まない。 

－
2
0
－

 

頁 補正箇所 補正前 補正後 理由 

88 十 

第 10-7 図 

第２段階以

降における

放射性固体

廃棄物の処

理流路線図

（１号炉及

び２号炉） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

・第２段階以降の廃止

措置計画の具体化に

伴う変更 

 

 

第
10

-7
図

 
第

２
段

階
に

お
け

る
放

射
性

固
体

廃
棄

物
及

び
解

体
撤

去
物

の
処

理
流

路
線

図
（

１
号

炉
及

び
２

号
炉

）
 

第
10

-7
図

 
第

２
段

階
以

降
に

お
け

る
放

射
性

固
体

廃
棄

物
の

処
理

流
路

線
図

（
１

号
炉

及
び

２
号

炉
）

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

 
 

注）下線は補正箇所を示すものであり、補正事項に含まない。 

－
2
1
－

 

頁 補正箇所 補正前 補正後 理由 

3－19 添付書類三 

2.2.2 

放射性液体

廃棄物によ

る実効線量 

添付書類三 廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書 

 

2.2.2 放射性液体廃棄物による実効線量 

(2) 放射性液体廃棄物による実効線量 

b. 実効線量評価方法 

(a) 実効線量の計算式 

(a-2) 海産物摂取による内部被ばく 

（中略） 

Hw ：海産物を摂取した場合の実効線量当量 

   (μSv／y) 

365 ：年間日数への換算係数 (d／y) 

Kwi ：核種 i の実効線量当量への換算係数

  (μSv／Bq) 

 

添付書類三 廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書 

 

2.2.2 放射性液体廃棄物による実効線量 

(2) 放射性液体廃棄物による実効線量 

b. 実効線量評価方法 

(a) 実効線量の計算式 

(a-2) 海産物摂取による内部被ばく 

（中略） 

Hw ：海産物を摂取した場合の実効線量 

   (μSv／y) 

365 ：年間日数への換算係数 (d／y) 

Kwi ：核種 i の実効線量への換算係数

  (μSv／Bq) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化 

 

 

・記載の適正化 

 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

 
 

注）下線は補正箇所を示すものであり、補正事項に含まない。 

－
2
2
－

 

頁 補正箇所 補正前 補正後 理由 

3－55 添付書類三 

第 2 図 

解体撤去に

伴い発生す

る放射性気

体廃棄物の

大気への移

行フロー

（イメー

ジ） 

 

第 2 図 解体撤去に伴い発生する放射性気体廃棄物の 

大気への移行フロー（イメージ） 

 

第 2 図 解体撤去に伴い発生する放射性気体廃棄物の 

大気への移行フロー（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・第２段階以降の廃止

措置計画の具体化に

伴う変更 

 

 

 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

 
 

注）下線は補正箇所を示すものであり、補正事項に含まない。 

－
2
3
－

 

頁 補正箇所 補正前 補正後 理由 

 

 

 

 

4－2 

 

 

 

 

 

 

 

 

4－3 

添付書類四 

4.1 

想定する事

故 

添付書類四 廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、地震、火災等

があった場合に発生することが想定される事故の種類、

程度、影響等に関する説明書 

 

4. 第２段階以降の事故時における周辺公衆の受ける線量評価 

4.1 想定する事故 

 

（中略） 

 

第１段階で想定した事故のうち、2.2「燃料集合体の落下」につい

ては、使用済燃料を搬出するまでの期間、第１段階に引き続き事故

として想定されるが、原子炉停止後からの減衰期間を考慮すると、

環境へ放出される放射性物質の放出量は、第１段階よりさらに少な

くなることから、周辺公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを

与えることはない。また、2.3「放射性気体廃棄物処理施設の破損」

については、第１段階で実施した作業に伴い、解体対象施設内に残

存していた希ガスは放出されており、第２段階以降の事故としては

想定しない。 

 

添付書類四 廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、地震、火災等

があった場合に発生することが想定される事故の種類、

程度、影響等に関する説明書 

 

4. 第２段階以降の事故時における周辺公衆の受ける線量評価 

4.1 想定する事故 

 

（中略） 

 

第１段階で想定した事故のうち、2.2「燃料集合体の落下」につい

ては、使用済燃料を搬出するまでの期間、第１段階に引き続き事故

として想定されるが、原子炉停止後からの減衰期間を考慮すると、

環境へ放出される放射性物質の放出量は、第１段階よりさらに少な

く、周辺公衆の受ける被ばく線量は、第２段階で約 2.8×10－5mSv

となり、周辺公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えるこ

とはない。また、2.3「放射性気体廃棄物処理施設の破損」について

は、第１段階で実施した作業に伴い、解体対象施設内に残存してい

た希ガスは放出されており、第２段階以降の事故としては想定しな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化（燃料

集合体落下の被ばく

線量評価結果の追

加） 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

 
 

注）下線は補正箇所を示すものであり、補正事項に含まない。 

－
2
4
－

 

頁 補正箇所 補正前 補正後 理由 

4-20 添付書類四 

第 1 図 

事故時にお

ける周辺公

衆の受ける

線量の評価

フロー 

 

 

  

・記載の適正化（変更

理由の変更） 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

 
 

注）下線は補正箇所を示すものであり、補正事項に含まない。 

－
2
5
－

 

頁 補正箇所 補正前 補正後 理由 

 

 

 

5－2 

添付書類五 

2. 

残存放射能

調査 

添付書類五 核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関する説

明書 

 

2. 残存放射能調査 

解体対象施設の放射能レベルを評価し、解体対象施設の放射能分

布及び放射能レベル区分別の放射性固体廃棄物の発生量を評価す

る。解体対象施設の放射能レベルは、放射化汚染と二次的な汚染と

に区分して 2022 年 4 月 1 日時点の放射能で評価する。評価対象核

種は、第 3 表に示す 55 核種とする。 

放射能レベル区分別の放射性固体廃棄物の発生量は、解体対象施

設の放射能レベル評価結果を基に、設計情報及び現地調査により設

定した各設備の物量により評価する。 

 

添付書類五 核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関する説

明書 

 

2. 残存放射能調査 

解体対象施設の放射能レベルを評価し、解体対象施設の汚染分布

及び放射能レベル区分別の放射性固体廃棄物の発生量を評価する。

解体対象施設の放射能レベルは、放射化汚染と二次的な汚染とに区

分して 2022 年 4 月 1 日時点の放射能で評価する。評価対象核種は、

第 3 表に示す 55 核種とする。 

放射能レベル区分別の放射性固体廃棄物の発生量は、解体対象施

設の放射能レベル評価結果を基に、設計情報及び現地調査により設

定した各設備の物量により評価する。 

 

 

 

 

 

・記載の適正化 

 

5－3 2.2.1 

二次的な汚

染の評価方

法 

2.2.1 二次的な汚染の評価方法 

二次的な汚染については、機器・配管等の表面の放射線量率から、

内表面に付着している主要な汚染核種である Co-60 の表面汚染密度

を求め、機器・配管等の内表面積を乗じて、Co-60 の放射能を評価

する。その他の核種については、Co-60 との核種組成比法や平均放

射能度法を用いて機器・配管等に付着した放射能を評価する。 

二次的な汚染の評価方法の手順を第 3 図に示す。 

 

 

 

2.2.1 二次的な汚染の評価方法 

二次的な汚染については、機器・配管等の表面の放射線量率から、

内表面に付着している主要な汚染核種である Co-60 の表面汚染密度

を求め、機器・配管等の内表面積を乗じて、Co-60 の放射能を評価

する。その他の核種については、Co-60 との核種組成比法や平均放

射能濃度法を用いて機器・配管等に付着した放射能を評価する。 

二次的な汚染の評価方法の手順を第 3 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

 
 

注）下線は補正箇所を示すものであり、補正事項に含まない。 

－
2
6
－

 

頁 補正箇所 補正前 補正後 理由 

5－10 添付書類五 

第 1 表 

廃止措置期

間全体にわ

たり発生す

る放射性固

体廃棄物の 

推定発生量

（初回申請

時） 

第 1 表 廃止措置期間全体にわたり発生する放射性固体廃棄物の 

推定発生量（初回申請時） 

 

 

第1表 廃止措置期間全体にわたり発生する放射性固体廃棄物の 

推定発生量（初回申請時） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

 
 

注）下線は補正箇所を示すものであり、補正事項に含まない。 

－
2
7
－

 

頁 補正箇所 補正前 補正後 理由 

5－12 添付書類五 

第 3 表 

評価対象核

種 

第3表 評価対象核種 

 

第3表 評価対象核種 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化 

 

 

・記載の適正化 

 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

 
 

注）下線は補正箇所を示すものであり、補正事項に含まない。 

－
2
8
－

 

頁 補正箇所 補正前 補正後 理由 

 

 

 

6-7 

 

 

 

 

 

 

6-8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付書類六 

3. 

性能維持施

設の維持期

間 

添付書類六 性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき

期間に関する説明書 

 

3. 性能維持施設の維持期間 

(2) 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 

b. 核燃料物質貯蔵設備 

 

（中略） 

 

燃料取扱用水タンクの「給水機能」及びその性能は、使用済

燃料貯蔵設備内の使用済燃料の搬出が完了するまで維持する。 

 

 

添付書類六 性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき

期間に関する説明書 

 

3. 性能維持施設の維持期間 

(2) 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 

b. 核燃料物質貯蔵設備 

 

（中略） 

 

燃料取替用水タンクの「給水機能」及びその性能は、使用済

燃料貯蔵設備内の使用済燃料の搬出が完了するまで維持する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化 

 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

 
 

注）下線は補正箇所を示すものであり、補正事項に含まない。 

－
2
9
－

 

頁 補正箇所 補正前 補正後 理由 

－ 添付書類六 

追補 1 Ⅳ 

第 2 図 

評価地点の

概略図 

 

第 2 図 評価地点の概略図 

 

第 2 図 評価地点の概略図 

・記載の適正化（建物名 

称の変更） 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

 
 

注）下線は補正箇所を示すものであり、補正事項に含まない。 

－
3
0
－

 

頁 補正箇所 補正前 補正後 理由 

 

 

 

7－1 

添付書類七 

1. 

廃止措置に

要する費用 

添付書類七 廃止措置に要する費用の見積り及びその資金の調達計画

に関する説明書 

 

1. 廃止措置に要する費用 

原子力発電施設解体引当金制度に基づく原子力発電施設の解体に

要する総見積額は、第 1 表に示すとおりであり、１号炉で約 324

億円、２号炉で約 358 億円である。 

 

添付書類七 廃止措置に要する費用の見積り及びその資金の調達計画

に関する説明書 

 

1. 廃止措置に要する費用 

原子力発電施設解体引当金制度に基づく原子力発電施設の解体に

要する総見積額は、第 1 表に示すとおりであり、１号炉で約 323

億円、２号炉で約 358 億円である。 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化（端数

処理の変更） 

－ 2. 

資金調達計

画 

2. 資金調達計画 

廃止措置に要する費用は、自己資金及び外部資金を充当する予定

である。 

原子力発電施設解体引当金（過年度分を含む。）は、１号炉で約

249 億円、２号炉で約 300 億円である。（平成２６年度末現在） 

なお、総見積額に対する積立額の不足分は、経済産業大臣から受

ける積立期間の通知にしたがい、引き続き積立てを行う。 

 

2. 資金調達計画 

廃止措置に要する費用は、自己資金及び外部資金を充当する予定

である。 

原子力発電施設解体引当金（過年度分を含む。）は、１号炉で約

323 億円、２号炉で約 350 億円である。（２０２０年度末現在） 

なお、総見積額に対する積立額の不足分は、経済産業大臣から受

ける積立期間の通知に従い、引き続き積立てを行う。 

 

 

 

 

・記載の適正化（最新

の総引当金額に変

更） 

・記載の適正化 

7－1 第 1 表 

原 子 力 発 電

施 設 の 解 体

に 要 す る 総

見積額 

 

第 1 表 原子力発電施設の解体に要する総見積額 

 

 

第 1 表 原子力発電施設の解体に要する総見積額 

 

※端数処理のため、合計値が一致しない。 

・記載の適正化（端数

処理の変更） 
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